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総括研究報告書 
 

障害認定を受けない難聴者の合理的配慮の実態と課題の調査に関する研究 
 

研究代表者 国立病院機構東京医療センター・耳鼻咽喉科 南 修司郎 
 

 
 研究要旨 
本研究は、身体障害者福祉法に基づく障害認定を受けない軽度・中等度難聴

者（以下、非障害認定難聴者）を対象に、日常生活および就労環境における

困難の実態と、合理的配慮の提供状況およびその課題を明らかにすることを

目的とした。全国の難聴当事者および企業担当者を対象としたインターネッ

ト調査を実施し、記述統計および多変量解析を用いて関連要因の検討を行っ

た。 
その結果、非障害認定難聴者は騒音環境下での会話理解、電話対応、複数人

会話において顕著な困難を有する一方、支援ツールの使用率が低く、合理的

配慮を受けにくい状況にあることが明らかとなった。また、難聴の開示率は

限定的であり、特に障害認定を受けていない群において低い傾向が認められ

た。企業側では難聴への理解は一定程度進んでいるものの、制度的整備や職

場文化としての配慮の定着には課題が残されていた。 
以上より、合理的配慮の実装には、個人要因（開示、自己理解）と組織要因

（制度、運用）の両側面からの介入が必要であることが示唆された。 
 
 
Ａ．研究目的 
 身体障害者福祉法に基づく障害認定を受けな

い非障害認定難聴者は、聴覚的困難を有しなが

らも制度的支援の対象外となることが多く、日

常生活や就労場面において不利益を被る可能性

がある。本研究は、このような集団における合

理的配慮の実態およびその決定要因を明らかに

し、支援体制の改善に資するエビデンスを構築

することを目的とした。 
 特に、難聴の程度、障害認定の有無、開示行動、

企業側の制度整備などの要因が、合理的配慮の

提供および受容にどのように影響するかを統計

学的に検証することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究は横断研究として実施した。対象は全国

の難聴当事者および企業担当者とし、インター

ネット調査によりデータ収集を行った。 
 当事者調査では、18歳から 79歳の就労者 700
名を対象とし、身体障害者手帳保有者および非

保有者を同数含めた。企業調査では、難聴者へ

の合理的配慮に関与した経験を有する担当者

500 名を対象とした。 
 調査項目には、聞こえに関する困難の内容、

支援ツールの使用状況、合理的配慮の提供・受

給状況、難聴の開示行動、職場環境等を含めた。 
 統計解析は、まず記述統計により対象集団の

特性を把握し、その後、合理的配慮の有無およ

び開示行動を目的変数とした多変量ロジスティ

ック回帰分析を実施した。説明変数として年齢、

性別、難聴の程度、障害認定の有無、企業規模、

職種等を含めた。有意水準は両側 5%とした。 
 
(倫理面への配慮) 
 本研究は「人を対象とする生命科学・医学系

研究に関する倫理指針」を遵守し、国立病院機

構東京医療センター倫理審査委員会の承認を得

て実施した。また、研究参加者には事前に研究

目的および匿名性について説明し、同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果   
当事者調査においては、騒音環境下での

会話理解が最も頻度の高い困難として報

告され、次いで電話対応および複数人会

話が挙げられた。特に非障害認定難聴者

では、これらの困難が顕著であった。 
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 支援ツールの使用状況では、字幕サー

ビスや補聴機器の使用が一定程度認めら

れたものの、非保有者ではツール未使用

の割合が高く、支援へのアクセスの格差

が存在していた。 

 難聴の開示率は全体で約半数にとどま

り、非障害認定群ではさらに低かった。

多変量解析の結果、障害認定の有無およ

び開示行動が合理的配慮の受給に有意に

関連していた。 

 企業調査では、難聴への理解度は高い

一方で、実際の配慮の実施率はそれに比

して低く、理解と実装の乖離が認められ

た。 
 
Ｄ．考察 
本研究により、非障害認定難聴者における合理

的配慮の提供は、制度的要因のみならず、個人

の開示行動に大きく依存していることが明らか

となった。これは、合理的配慮が「申告」を前提

とする制度設計の限界を示唆している。 
 また、企業側における理解と実践の乖離は、

制度整備だけでは配慮が実装されないことを示

しており、具体的な運用方法や業務設計の改善

が必要である。 
 さらに、軽度・中等度難聴や片側難聴など、従

来の障害分類では捉えきれない聴覚障害に対し

て、機能評価に基づく支援が重要であると考え

られる。 
 
Ｅ．結論 
 非障害認定難聴者における合理的配慮の提供

には、制度的支援のみでは不十分であり、個人

要因および組織要因の双方を考慮した包括的な

対応が必要である。今後は、困難の可視化と具

体的な支援方法の標準化を進めることで、合理

的配慮の実効性を高める必要がある。 
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